
［添付資料］ 

（１）企業集団の状況 

当社グループは、当社、子会社112社及び関連会社15社で構成され、その営んでいる主要な事業及び企業集団の

概要図は、次のとおりであります。 

 

運  輸  業（５社） 流  通  業（２７社） 

（鉄道事業） 

  嵯峨野観光鉄道㈱ 

※関西高速鉄道㈱ 

（旅客自動車運送事業） 

  中国ジェイアールバス㈱ 

  西日本ジェイアールバス㈱ 

 

（百貨店業） 

  ㈱ジェイアール西日本伊勢丹 

（物販・飲食業） 

  ㈱ジェイアール西日本デイリーサービスネット 

  ㈱ジェイアール西日本フードサービスネット 

（各種物品等卸売業） 

  ジェイアール西日本商事㈱ 

 

 

 

 

西 日 本 旅 客 鉄 道 ㈱ 

 

 

 

不  動  産  業（２５社）  そ  の  他  事  業（７０社） 

（不動産販売・賃貸業） 

  ジェイアール西日本不動産㈱ 

京都駅ビル開発㈱ 

  大阪ターミナルビル㈱ 

 ジェイアール西日本開発㈱ 

（ショッピングセンター運営業） 

  天王寺ターミナルビル㈱ 

  ㈱ジェイアール西日本クリエイト 

 レジャー・サービス 

（ホ テ ル 業） 

   ㈱ジェイアール西日本ホテル開発 

（広  告  業） 

   ㈱ジェイアール西日本コミュニケーションズ

（旅    行  業） 

 ※㈱日本旅行 

（情報サービス業） 

   ジェイアール西日本情報システム㈱ 

そ  の  他 

（物 品 賃 貸 業） 

   ジェイアール西日本ファイナンス㈱ 

（建  設  事  業） 

 ※大鉄工業㈱ 

 ※広成建設㈱ 

（土木・建築等コンサルタント業） 

   ジェイアール西日本コンサルタンツ㈱ 

（電 気 工 事 業） 

   西日本電気システム㈱ 

（車両設備工事業） 

   ㈱ジェイアール西日本テクノス 

（清掃整備事業） 

   ㈱ジェイアール西日本メンテック 

（福利厚生施設等運営業） 

   ㈱ジェイアール西日本ウェルネット 

 （注）※ 持分法適用関連会社 
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（２）経 営 方 針  

 １．経営の基本方針 

当社グループは、鉄道事業を基軸とし、鉄道を利用されるお客様を主たる対象とし

たサービスの提供や駅及び駅周辺の資産の有効活用を主眼において、流通業、不動産

業等の事業を展開してまいりました。 

事業展開にあたっては、当社とグループ会社が一体となり経営資源の有効活用並び

に市場における競争力の向上等に努め、重点的・効果的な設備投資や業務運営体制の

効率化等に取り組むなど、経営基盤の強化を図ってまいりました。 

今後とも、こうした基本方針に基づき、厳しい経営環境の下、市場動向を的確に捉

えながら、保有する経営資源を最大限に活用し、競争力向上を図るための諸施策を戦

略的かつタイムリーに講じていくことによって経営基盤の一層の強化を図り、グルー

プ全体の収益・利益の拡大に取り組んでまいります。 

 

 ２．利益配分に関する基本方針 

当社は、安定的な配当の継続を重視するとともに、将来にわたり健全かつ安定的な

経営基盤を確立するため、内部留保を充実させることを基本的な考え方としております。 

 

 ３．経営管理組織の整備等 

      当社においては、社外取締役を選任し取締役会の活性化を図るとともに、経営の意 

思決定と業務執行機能を分離する執行役員制度を導入する等経営体制の一層の強化

を図っております。また、経営の透明性を高めるために、株主・投資家の皆様に対す

るＩＲ活動を行うなど積極的な情報開示に努めております。 

また、企業を取り巻く経営環境の激しい変化に対応し、グループとして継続して成

長していくため、物販・飲食、ホテル、ショッピングセンター、不動産の４つの事業

分野において、グループ会社とそれに対応する当社の関連部門を一体とみなした経営

単位を設定するなど、グループ経営の取り組みを進めております。 

なお、企業の社会的責任がより一層厳しく問われるなか、法令遵守など企業倫理の

確立に向けた取り組みをグループ全体で強化してまいります。 

 

４．中長期的な経営戦略 

当社グループは、昨年 11 月に平成 13 年度から平成 17 年度までの「中期経営目標」

を新たに策定いたしました。この中期経営目標においては、標題を「鉄道再生の第２

ステージ」とし、今後進むべき経営の基本的な方向として以下の４項目を定めており

ます。 

(1)お客様の安心と信頼を、より確かなものとします。 

(2)鉄道を核として社会・経済の進歩・発展に貢献します。 

(3)株主価値を高め、株主の皆様の負託に応えます。 

(4)地球環境にやさしい事業運営に努めます。 
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平成１７年度の数値目標は、次のとおりです｡ 

ＲＯＡ（総資産営業利益率）        ５．４％（連結） 

ＲＯＥ（株主資本当期純利益率）      ９．６％（連結） 

営業利益              １，３００億円（連結） 

当期純利益               ５００億円（連結） 

長期債務残高          １兆１，０００億円（連結） 

１兆円（単体） 

期首社員数             ３２，０００人（単体） 

 

 ５．対処すべき課題 

当社グループを取り巻く経営環境は、非常に厳しい経済・雇用情勢に加え、少子高

齢化の進展による就労者人口の減少やＩＴ化などの技術革新の進行、同業他社等との

競争激化などにより、従来にも増して厳しい状況が続くものと思われます。 

こうしたなか、当社グループとしては、昨年 12 月に「旅客鉄道株式会社及び日本

貨物鉄道株式会社に関する法律の一部を改正する法律」が施行され、法的な完全民営

化を実現したことを踏まえ、将来にわたりお客様や株主の期待に応え得るよう、これ

まで以上に自立と自己責任に基づく経営を行うとともに、「中期経営目標」の達成に

向け、全力を挙げて取り組んでまいります。すなわち、社会の変化とお客様のニーズ

を的確に捉えた価値ある商品・サービスを提供することにより、収益の維持・拡大に

一層努めると同時に、効率的な業務運営体制の構築、工事費の縮減などさらなるコス

ト削減にも着実に取り組んでまいります。さらに、日本鉄道建設公団が保有する当社

株式の完全売却が円滑に進められるよう万全の準備を進めてまいります。 

事業別では、まず、基幹事業である鉄道事業において、事業の根幹である安全安定

輸送のさらなるレベルアップを図るべく、ソフト・ハードの両面からの取り組みを引

き続き強力に推進してまいります。あわせて、山陽新幹線の高速輸送体系を一層充実

させるなど、より質の高い商品・サービスを提供することによって収益を確保すると

ともに、業務運営の一層の効率化とコスト構造の変革を進めることにより、事業の基

盤を強化してまいります。 

一方、流通業等については、駅及び駅周辺において新規開発やリニューアルを着実

に推進するなど、当社グループが保有する経営資源を最大限に活用することによって

事業基盤の一層の拡充を図り、グループ全体の収益・利益の拡大に努めてまいります。

さらに、社会の変化とニーズを的確に捉えた新規事業の開発、展開にも取り組んでま

いります。 

 

 

（３）経営成績及び財政状態 

 

１．経営成績 

(1)当上半期の概況 

当上半期のわが国経済は、失業率が高水準で推移するなど深刻な雇用情勢や世界経
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済に対する先行き不安の影響を受け、個人消費や民間設備投資も低迷を続けるなど、

極めて厳しい状況で推移いたしました。 

こうしたなかで、当社グループ各社は、昨年１１月に策定した「中期経営目標」の

達成に向け、基幹事業である鉄道事業を中心とした収益の向上と保有資産の有効活用

により、経営基盤の一層の強化を図るべく各種施策を展開してまいりました。 

以上の結果、当上半期の連結ベースの営業収益は前期比 2.3％減の 5,796 億円とな

ったものの、営業利益は前期比 1.4％増の 664 億円、経常利益は前期比 7.8％増の 419

億円となり、法人税等を控除した中間純利益は前期比 1.9％減の 232 億円となりまし

た。 

 

これをセグメント別に示すと次のとおりとなります。 

 

①運輸業 

鉄道事業では、山陽新幹線で 700 系車両を追加投入し、高速輸送体系の充実に取り

組むとともに、「こだま」の座席の４列化を引き続き進めるなど快適性の向上に努め、

競争力の強化を図ってまいりました。在来線につきましては、アーバンネットワーク

において、開業２年目を迎えたユニバーサル・スタジオ・ジャパンにお越しになるお

客様の利便性を高めるため、アクセス輸送の充実に努めたほか、「2002 ＦＩＦＡワ

ールドカップ」の開催にあわせ、臨時列車の運転や車両の増結を実施いたしました。

また、都市間輸送では、山陰本線鳥取・米子間及び因美線鳥取・智頭間の高速化工事

に着手するなど、今後の輸送サービスの充実に向けた取り組みを進めてまいりました。 

また、バス事業では、一般路線及び貸切のご利用が低迷するなか、高速線の路線拡

充を図るなど利便性の向上に努めました。 

以上の結果、運輸業の営業収益は前期比 2.7％減の 4,252 億円となったものの、営

業利益は、従業員数の減などにより営業費用が減少したことから、前期比 2.4％増の

515 億円となりました。 

 

②流通業 

新大阪駅において「おみやげ街道」「ブックスキヨスク」を増床・リニューアルオ

ープンするなど駅構内での事業の拡充に努めました。また、開業以来好調の続く「ジ

ェイアール京都伊勢丹」において婦人ファッションの拡充を中心とした増床リモデル

を実施するなど各種施策を展開してまいりました。 

しかしながら、営業収益は、通勤型店舗「キヨスク」の不振などの影響からほぼ前

期並みの 1,115 億円にとどまり、営業利益は前期比 5.1％減の 26 億円となりました。 

 

③不動産業 

天王寺駅のショッピングセンター「ステーションプラザてんのうじ」や住吉駅ビル

「Ｌｉｖ」をリニューアルオープンするとともに、飲食・サービスの複合商業施設と

して山科駅にミニ駅ビルを開業するなど、駅構内及び周辺用地の開発、店舗の最適配

置を推進し、保有資産の一層の有効活用に努めました。 
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以上の結果、営業収益は、不動産分譲の減などにより前期比 1.3％減の 340 億円と

なったものの、営業利益は、前期比 5.5％増の 79 億円となりました。 

 

④その他事業 

ホテル業では、「ホテルグランヴィア京都」において京都駅ビル東広場にベル・モ

ニュメントが完成し、多くの方々の婚礼にご利用いただくなど集客力の向上に努めま

した。広告業では大阪駅桜橋地下道をトリックアート「梅田バーチャルコリドー」に

リニューアルし、新規広告媒体の開発に取り組みました。 

しかしながら、その他事業全体の営業収益は工事業の受注減などの影響から、前期

比 0.3％減の 818 億円、営業利益は前期比 13.4％減の 41 億円となりました。 

 

(2)通期の見通し 

経営環境は今後も一層厳しさを増すものと考えられます。こうしたなか、当社グル

ープ各社は、保有する経営資源を最大限活用することにより、安定的な収益及び利益

を確保するための各種施策を進め、企業価値の最大化を図ってまいります。 

 

現時点での平成１５年３月期の業績見通しは、次のとおりです。 

売上高     １兆１，６７０億円 

営業利益      １，２００億円 

経常利益        ７４０億円 

当期純利益       ４００億円 

 

２．財政状態 

(1)営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前中間純利益がわずかに減少したうえ、法人税等の支払額が増加したこ

となどから 434 億円の流入にとどまり、流入額は前年同期に比べ 174 億円減少しまし

た。 

 

(2)投資活動によるキャッシュ・フロー 

安全・安定輸送対策、輸送力改善、駅ビル、百貨店などの設備投資を実施したこと

などから 301 億円の流出となり、日本テレコム株を売却した前年同期の 432 億円の流

入に比べ 734 億円減少しました。 

 

(3)財務活動によるによるキャッシュ・フロー 

長期債務を 212 億円削減したことや配当金の支払いなどにより 332 億円の流出とな

りましたが、流出額は日本テレコム株売却収入を長期債務の削減に充当した前年同期

に比べ 1,194 億円減少しました。 

 

以上の結果、現金及び現金同等物の当期末残高は、199 億円減の 740 億円となりました。 



（４）中間連結貸借対照表
(単位:百万円)

当中間連結会計期間 前連結会計年度 前中間連結会計期間
科　　　　　目

(平成１４年９月３０日現在) (平成１４年３月３１日現在)
増　　　減

(平成１３年９月３０日現在)

I  １７６，２８９  １９１，９６０ △ １５，６７１  ２０２，０９７

1.  ７４，０７１  ９４，３６１ △ ２０，２９０  ９４，５２８

2.  ９，６８７  １１，５８５ △ １，８９８  １０，２４０

3.  １２，７７６  １８，３８３ △ ５，６０７  １８，９４２

4.  １０，９５０  １４，７７１ △ ３，８２１  １１，１８５

5.  ２  １３ △ １０  ２

6.  ２  １６９ △ １６６  ２，８３８

7.  ２０，１１１  １２，０３０  ８，０８１  １８，４８３

8.  １６，９０３  １６，４５０  ４５２  １６，１４６

9.  ３１，９６４  ２４，５９４  ７，３６９  ２９，８９６

10. △ １８０ △ ４００  ２１９ △ １６７

   

Ⅱ  ２，２０５，５７６  ２，２２４，７５３ △ １９，１７６  ２，２５６，３０８

A.  ２，０６１，３８５  ２，０８４，３０８ △ ２２，９２２  ２，０９２，５１７

1. 建 物 及 び 構 築 物  １，０５４，７８４  １，０７７，１９５ △ ２２，４１０  １，０９７，６４２

2. 機 械 装 置 及 び 運 搬 具  ２２５，１２９  ２２１，５０７  ３，６２１  ２２６，２３８

3. 土 地  ６８０，５５３  ６８０，８５０ △ ２９７  ６８１，７２４

4. 建 設 仮 勘 定  ６５，１９６  ６９，１２２ △ ３，９２６  ５２，２３９

5. そ の 他  ３５，７２１  ３５，６３０  ９０  ３４，６７１

B.  ９，２０７  ７，０２４  ２，１８２  ８，００６

1. 連 結 調 整 勘 定  ３７８  ２９１  ８６  －

2. そ の 他  ８，８２９  ６，７３３  ２，０９６  ８，００６

C.  １３４，９８３  １３３，４２０  １，５６３  １５５，７８５

1. 投 資 有 価 証 券  ５８，６１５  ６０，８９２ △ ２，２７７  ７７，４５３

2. 厚 生 年 金 移 換 負 担 金  －  －  －  ４，３４１

3. 繰 延 税 金 資 産  ５６，５１２  ５１，６４１  ４，８７１  ５１，４４５

4. そ の 他  ２０，８１１  ２１，８１４ △ １，００２  ２２，９４５

5. 貸 倒 引 当 金 △ ９５５ △ ９２７ △ ２７ △ ４０１

Ⅲ  ５６  ７３ △ １７  １２２

 ２，３８１，９２２  ２，４１６，７８７ △ ３４，８６５  ２，４５８，５２８

(注)　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

た な 卸 資 産

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

未 収 運 賃

固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

未 収 金

未 収 還 付 法 人 税

有 価 証 券

投 資 そ の 他 の 資 産

繰 延 資 産

資 産 合 計

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

( 資 産 の 部 )
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(単位:百万円)

当中間連結会計期間 前連結会計年度 前中間連結会計期間
科　　　　　目

(平成１４年９月３０日現在) (平成１４年３月３１日現在)
増　　　減

(平成１３年９月３０日現在)

I  ４６１，７９４  ４５１，４３４  １０，３６０  ４６８，００１

1.  ３１，０７５  ３９，１０１ △ ８，０２５  ３０，０２７

2.  ４，８０４  ７，６９４ △ ２，８９０  ９，１４７

3.  ７６，８５２  ４５，６７０  ３１，１８２  ４８，５８３

4.  ３４，８７７  ３４，７０８  １６８  ３２，１５３

5.  ５１，３９１  ８２，９５１ △ ３１，５６０  ６５，８１１

6.  ６，９０８  ７，８９５ △ ９８７  ８，１２１

7.  ２３，２２９  ３０，０９３ △ ６，８６４  ３３，４５０

8.  ５，０６８  ７，７６２ △ ２，６９３  ６，５４５

9.  ２０，２９２  ２６，２３９ △ ５，９４６  ３２，６７４

10.  ３３，５０４  ２８，４０１  ５，１０２  ３２，９５０

11.  １０８，３２３  ７４，８３２  ３３，４９１  ９９，５０１

12.  ３９，２４１  ４０，３７８ △ １，１３６  ４０，３９９

13.  ３９  ４０ △ １  ４２

14. －  －  －  ２，１３７

15.  ２６，１８６  ２５，６６５  ５２０  ２６，４５４

Ⅱ  １，４７２，３０８  １，５３５，０１１ △ ６２，７０３  １，５７５，８４７

1. ２１５，０００  ２１５，０００  －  ２００，０００

2. ３０９，７７４  ３５１，４０２ △ ４１，６２７  ３５０，１８２

3. ６００，２２４  ６１１，１７８ △ １０，９５４  ６３５，１０６

4. ４３，８２６  ４０，８３６  ２，９９０  ３７，０８７

5. １，３９０  １，８３３ △ ４４２  ２，４２１

6. １８３，７３１  １９０，８１１ △ ７，０７９  ２１８，７０６

7. ５，２４２ ９，６５０ △ ４，４０７  １２，５８４

8. －  －  －  ８７

9. １１３，１１７  １１４，２９８ △ １，１８１  １１９，６７０

１，９３４，１０３  １，９８６，４４６ △ ５２，３４２  ２，０４３，８４８

－  －  －  －

１９，１９８  １８，８６１  ３３７  １６，８０６

   

Ⅰ １００，０００  １００，０００  －  １００，０００

Ⅱ ５５，０００  ５５，０００  －  ５５，０００

Ⅲ ２６８，６４７  ２５０，５１３  １８，１３３  ２３３，６９５

Ⅳ  ４，９７３  ５，９６６ △ ９９３  ９，１７８

４２８，６２０  ４１１，４８０  １７，１４０  ３９７，８７３

 ２，３８１，９２２  ２，４１６，７８７ △ ３４，８６５  ２，４５８，５２８

(注)　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

短 期 借 入 金

( 負 債 の 部 )

流 動 負 債

1年以内に返済する長期借入金

鉄 道 施 設 購 入 未 払 金

未 払 金

未 払 消 費 税

未 払 法 人 税 等

預 り 連 絡 運 賃

預 り 金

固 定 負 債

社 債

長 期 借 入 金

鉄 道 施 設 購 入 長 期 未 払 金

前 受 運 賃

前 受 金

賞 与 引 当 金

完 成 工 事 補 償 引 当 金

そ の 他

( 資 本 の 部 )

資 本 金

鉄 道 使 用 料 長 期 未 払 金

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

連 結 調 整 勘 定

そ の 他

負 債 合 計

利 益 剰 余 金

負 債 、 少 数 株 主 持 分

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

資 本 剰 余 金

資 本 合 計

及 び 資 本 合 計

( 少 数 株 主 持 分 )

少 数 株 主 持 分

災 害 修 繕 引 当 金

コンクリート構造物修繕引当金
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(単位:百万円)

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間
増　　　減

Ⅰ  ５７９，６４２  ５９３，５７２ △ １３，９２９  １，１９０，６１０

Ⅱ  ５１３，１７５  ５２８，０５１ △ １４，８７５  １，０７２，９６０

1. 運輸業等営業費及び売上原価  ４３６，７６９  ４４６，５４１ △ ９，７７１  ９１１，２４１

2. 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  ７６，４０６  ８１，５１０ △ ５，１０４  １６１，７１９

営 業 利 益  ６６，４６６  ６５，５２０  ９４６  １１７，６４９

Ⅲ  １，２３８  ２，７６９ △ １，５３１  ８，２７９

1. 受 取 利 息  １９  ２１２ △ １９２  ２４３

2. 受 取 配 当 金  ２１０  ２８７ △ ７６  ３１９

3. 連 結 調 整 勘 定 償 却 額  －  ２７６ △ ２７６  ５３０

4. 持 分 法 に よ る 投 資 利 益  －  ４６０ △ ４６０  ７２０

5. そ の 他 の 収 益  １，００７  １，５３３ △ ５２５  ６，４６５

Ⅳ  ２５，７２８  ２９，３３９ △ ３，６１０  ５５，８８７

1. 支 払 利 息  ２４，８６３  ２８，７８６ △ ３，９２２  ５４，３８０

2. 持 分 法 に よ る 投 資 損 失  ５６８  －  ５６８  －

3. そ の 他 の 費 用  ２９６  ５５２ △ ２５６  １，５０７

経 常 利 益  ４１，９７６  ３８，９５０  ３，０２５  ７０，０４１

Ⅴ  ４，７１１  ６１，８２９ △ ５７，１１８  １０９，２３５

1. 工 事 負 担 金 等 受 入 額  ２，９２７  ３，８０２ △ ８７５  ３０，９６３

2. 投 資 有 価 証 券 売 却 益  ８  ５４，４８０ △ ５４，４７２  ６８，４８８

3. そ の 他  １，７７５  ３，５４６ △ １，７７０  ９，７８３

Ⅵ  ４，８７５  ５８，１００ △ ５３，２２４  ９６，０３０

1. 工 事 負 担 金 等 圧 縮 損  ２，８５０  ３，７３６ △ ８８６  ２８，８３７

2. 債 務 譲 渡 損  －  ２３，１７８ △ ２３，１７８  ２３，１７８

3. 新 幹 線 高 架 橋 補 修 費  －  １５，８７２ △ １５，８７２  １５，８７２

4. 投 資 有 価 証 券 評 価 損  ３８  ２３９ △ ２０１  ９，０７２

5. Ｔ ｉ Ｓ 転 籍 者 退 職 加 算 金  －  ７，７４７ △ ７，７４７  ７，７４７

6. そ の 他  １，９８７  ７，３２５ △ ５，３３８  １１，３２１

 ４１，８１１  ４２，６８０ △ ８６８  ８３，２４６

 ２２，５９０  ３３，４２２ △ １０，８３１  ４８，３６６

△ ４，９７１ △ １５，５３２  １０，５６０ △ １４，１５６

 ９１０  １，０５４ △ １４４  ３，４９９

 ２３，２８２  ２３，７３５ △ ４５３  ４５，５３７

(注)　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

前連結会計年度

連 結 損 益 計 算 書

平成１３年４月　１日から平成１４年４月　１日から科　　　　　目

営 業 費

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

平成１３年４月　１日から
平成１４年３月３１日まで

特 別 利 益

特 別 損 失

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

平成１３年９月３０日まで平成１４年９月３０日まで

税金等調整前中間（当期）純利益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

営 業 収 益

（５）

９



(単位:百万円)

当中間連結会計期間 前連結会計年度
増　　　減

 

Ⅰ ５５，０００  ５５，０００  －  ５５，０００

Ⅱ  ５５，０００  ５５，０００  －  ５５，０００

   

Ⅰ  ２５０，５１３  ２１４，９９０  ３５，５２３  ２１４，９９０

Ⅱ  ２３，２８２  ４５，６４３ △ ２２，３６１  ２３，８２５

1. 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益  ２３，２８２  ４５，５３７ △ ２２，２５４  ２３，７３５

2.
連結子会社と非連結子会社の合
併 に 伴 う 増 加 高  －  １０６ △ １０６  ８９

Ⅲ  ５，１４８  １０，１２０ △ ４，９７１  ５，１２０

1. 配 当 金  ５，０００  １０，０００ △ ５，０００  ５，０００

2. 役 員 賞 与  １４８  １２０  ２８  １２０

（ う ち 監 査 役 賞 与 ） （２２）  （　１７） （４）  （　１７）

Ⅳ  ２６８，６４７  ２５０，５１３  １８，１３３  ２３３，６９５

   

(注)　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

利益剰余金中間期末（期末）残高

前中間連結会計期間

中間連結剰余金計算書

平成１３年４月　１日から平成１４年４月　１日から科　　　　　目

（６）

平成１３年４月　１日から
平成１３年９月３０日まで平成１４年３月３１日まで平成１４年９月３０日まで

( 資 本 剰 余 金 の 部 )

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

資本剰余金中間期末（期末）残高

( 利 益 剰 余 金 の 部 )

利 益 剰 余 金 増 加 高

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

１０



（７） 中間連結キャッシュ･フロー計算書
(単位:百万円）

項　　　　目 増　　　減

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー
1. 税 金 等 調 整 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益  ４１，８１１  ４２，６８０ △ ８６８  ８３，２４６

2. 減 価 償 却 費  ５４，８７９  ５６，４６６ △ １，５８６  １１５，１６０

3. 固 定 資 産 圧 縮 損  ２，８５０  ３，７３６ △ ８８６  ２８，８３７

4. 固 定 資 産 除 却 費  ２，２５３  １，３２２  ９３０  ９，２８４

5. 投 資 有 価 証 券 評 価 損  ３８  ２３９ △ ２０１  ９，０７２

6. 連 結 調 整 勘 定 償 却 額  ３８ △ ２７６  ３１５ △ ５３０

7. 貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 △ １９１  ６０ △ ２５２  ８１８

8. 退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 △ ７，０７９ △ １２，４０７  ５，３２７ △ ４０，３０２

9. 賞 与 引 当 金 の 増 減 額 △ １，１３６ △ ６０１ △ ５３５ △ ６２２

10. そ の 他 の 引 当 金 の 増 減 額 △ ４，４０８  １４，７５３ △ １９，１６２  ９，８１３

11. 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ ２３０ △ ４９９  ２６８ △ ５６２

12. 支 払 利 息  ２４，８６３  ２８，７８１ △ ３，９１７  ５４，３８０

13. 持 分 法 に よ る 投 資 損 益  ５６８ △ ４６０  １，０２８ △ ７２０

14. 工 事 負 担 金 等 受 入 額 △ ２，９２７ △ ３，８０２  ８７５ △ ３０，９６３

15. 売 上 債 権 の 増 減 額  １３，５４８  １１，４５８  ２，０９０  ３，９２５

16. た な 卸 資 産 の 増 減 額 △ ８，０８１ △ ６，１５１ △ １，９２９  ３０２

17. 仕 入 債 務 の 増 減 額 △ １１，６２２  ４，１０７ △ １５，７３０ △ ４，９９０

18. 未 払 消 費 税 の 増 減 額 △ ９８７ △ ６９０ △ ２９７ △ ９１５

19. そ の 他 △ ６，５７０ △ ２９，７９８  ２３，２２８ △ ４３，４６５

小 計  ９７，６１３  １０８，９１８ △ １１，３０４  １９１，７６７

20. 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額  ２２２  ５６２ △ ３４０  ５６０

21. 利 息 の 支 払 額 △ ２４，９２２ △ ２８，８５０  ３，９２７ △ ５４，７１３

22. 法 人 税 等 支 払 額 △ ２９，４５４ △ １９，８２７ △ ９，６２７ △ ３８，１２９

23. 法 人 税 等 還 付 額  １０  １１５ △ １０４  １０５

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー  ４３，４６９  ６０，９１９ △ １７，４４９  ９９，５９０

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー   

1. 定 期 預 金 （ ３ ヶ 月 超 ） の 預 入 に よ る 支 出 △ ３ △ ３，５６０  ３，５５７ △ ３，５３０

2. 定 期 預 金 （ ３ ヶ 月 超 ） の 払 戻 に よ る 収 入  ３５８  ３，８１１ △ ３，４５３  ５，３２８

3. 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ ５０，７４６ △ ５０，４７４ △ ２７１ △１２０，２７７

4. 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入  ５９１  ３９９  １９１  ７，３３３

5. 工 事 負 担 金 等 受 入 額  ２０，５５０  ２２，０９２ △ １，５４２  ４１，６５８

6. 投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ ８１１ △ ５０２ △ ３０９ △ ８６７

7. 投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入  ２３  ７１，５７５ △ ７１，５５２  ８７，７３５

8. 貸 付 に よ る 支 出 △ １４４ △ ３６ △ １０７ △ ７９５

9. 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入  ３１７  ９２  ２２５  ３１３

10. そ の 他 △ ３３４ △ １３６ △ １９７  ８９３

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ ３０，１９９  ４３，２６０ △ ７３，４６０  １７，７９０

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー     

1. 短 期 借 入 金 の 増 減 額 （ 純 額 ） △ ３，８９０ △ ４，７２９  ８３９ △ ６，１８２

2. 長 期 借 入 れ に よ る 収 入  ─  １，４１４ △ １，４１４  ３９，１１７

3. 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ １０，４４５ △ ３３，４７８  ２３，０３２ △ ７２，８５６

4. 社 債 の 発 行 に よ る 収 入  ─  ─  ─  １５，０００

5. 鉄道施設購入長期未払金返済による支出 △ １０，７８５ △ ８７，５８９  ７６，８０３ △１０８，９６１

6. 配 当 金 の 支 払 額 △ ５，００４ △ ５，００５  ０ △ １０，００９

7. 少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △ １２５ △ １２５  ─ △ １２５

8. そ の 他 △ ３，０００ △ ２３，１７８  ２０，１７８ △ ２３，１７８

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ ３３，２５１ △１５２，６９１  １１９，４４０ △１６７，１９６
Ⅳ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 △ １９，９８１ △ ４８，５１１  ２８，５３０ △ ４９，８１４
Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高  ９４，０２３  １４３，７８１ △ ４９，７５８  １４３，７８１
Ⅵ 連 結 子 会 社 と 非 連 結 子 会 社 の 合 併 に 伴 う

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額  ─  ３６ △ ３６  ５６
Ⅶ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 中 間 期 末 （ 期 末 ） 残 高  ７４，０４２  ９５，３０７ △ ２１，２６４  ９４，０２３

　(注)　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

前連結会計年度

平成13年4月 1日から

平成14年3月31日まで

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間

平成14年4月 1日から

平成14年9月30日まで

平成13年4月 1日から

平成13年9月30日まで
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（８）中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  

 
１． 連結の範囲に関する事項 
(1) 連結子会社の数 ６４社 

連結子会社は、㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ﾎﾃﾙ開発、ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本不動産㈱、㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本伊勢丹、京都駅ﾋﾞﾙ開発
㈱、中国ｼﾞｪｲｱｰﾙﾊﾞｽ㈱、㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ﾃﾞｲﾘｰｻｰﾋﾞｽﾈｯﾄ、西日本ｼﾞｪｲｱｰﾙﾊﾞｽ㈱、大阪ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ㈱、天王寺ﾀｰﾐ
ﾅﾙﾋﾞﾙ㈱、ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本商事㈱、㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ西日本ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ、西日本電気ｼｽﾃﾑ㈱のほか５２社であります。 

(2) 非連結子会社は、大阪ｴﾈﾙｷﾞｰｻｰﾋﾞｽ㈱等４８社ですが、その総資産、売上高、当期純損益及び剰余金の額の
うち持分に見合う額の合計額は、連結総資産、連結売上高、連結当期純損益及び連結剰余金の額のうち持分に
見合う額の合計額に比していずれも少額であり、連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないため連結の範囲から
除外しております。 

     
２．持分法の適用に関する事項 
(1) 持分法適用の非連結子会社はありません。 
(2) 持分法適用の関連会社は、関西高速鉄道㈱、大鉄工業㈱、㈱日本旅行、広成建設㈱、鉄道情報ｼｽﾃﾑ㈱の５社

であります。 
(3) 非連結子会社４８社及び関連会社の㈱奈良ﾎﾃﾙ等１０社の当期純損益及び剰余金の額のうち持分に見合う額

の合計額は、連結会社及び持分法適用会社の当期純損益及び剰余金の額のうち持分に見合う額の合計額に比し
ていずれも少額であり、連結純損益及び連結剰余金に及ぼす影響が軽微であるため、持分法を適用しておりま
せん。 

 
３． 連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社の中間決算日はすべて９月３０日であり、中間連結決算日と同一であります。 
 
４． 会計処理基準に関する事項 
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 
①  有価証券 
   その他有価証券 
     時価のあるもの 
       中間期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は主と 

して移動平均法により算定） 
     時価のないもの 

        主として移動平均法による原価法 
② デリバティブ  時価法 
③  たな卸資産 

 商        品     主として売価還元法、最終仕入原価法による原価法 
 分譲土地建物    個別法による原価法 
 仕   掛   品     主として個別法による原価法 
 貯   蔵   品     主として移動平均法による原価法 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
①  有形固定資産 

主として定率法によっております。ただし、鉄道事業取替資産については取替法によっております。 
②  無形固定資産  

定額法によっております。 
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し 

 ております。 
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(3)  重要な引当金の計上基準 

①  貸倒引当金 
債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

②  賞与引当金 
従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 

③  退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基 

づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 
なお、会計基準変更時差異（３０８，９７６百万円）については、主として１０年による按分額を費 

用処理することとし、当中間連結会計期間にかかる額を計上しております。 
数理計算上の差異については、主として従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として１０

年）による定額法により按分した額を費用処理することとし、当中間連結会計期間にかかる額を計上し
ております。 

④  コンクリート構造物修繕引当金 
「山陽新幹線コンクリート構造物検討委員会」からの報告に基づく山陽新幹線高架橋の補修に係る費
用の支出に備えるため、その見積額を計上しております。 
 なお、山陽新幹線高架橋の補修については、「山陽新幹線コンクリート構造物検討委員会」からの
報告を踏まえ、平成１２年度より平成１５年度にかけて工事を実施する計画としております。 

  (4) 重要なリース取引の処理方法 
     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通 
    常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
(5)  消費税の会計処理 
     税抜方式によっております。 

 
５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な 
預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に 
償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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（９）追 加 情 報 

 

１．㈱日本旅行の第三者割当増資引受 

当社は、平成１４年１０月１６日に開催した取締役会において、㈱日本旅行が行う第三者割当増

資を引受けることを決定いたしました。なお、この第三者割当増資は、平成１４年１１月１５日に

開催予定の㈱日本旅行の臨時株主総会における新株発行決議がなされることを条件として実施さ

れます。 

① 増資引受の目的 

㈱日本旅行は、新たな経営ビジョンの実現に向けて、システムや店舗等の設備投資資金を調達

するとともに、自己資本を充実し財務体質を強化することを目的として第三者割当増資を実施す

ることとしております。当社といたしましては、この新経営ビジョンが、旅行業界の経営環境の

変化に適応できる新たな旅行業を目指し、鉄道事業と旅行業の相乗効果を発揮させるというこれ

までの方向性に沿うことから、この第三者割当増資を全額引受けることといたしました。 

 

② 増資引受の内容 

引 受 額  ６０億円 

引 受 株 式 数  普通株式４０百万株 

引受後持株比率  ７７．７７％（引受前３３．３０％） 

払 込 期 日  平成１４年１２月５日（予定） 

 

③ 会 社 の 概 要 

商 号  ㈱日本旅行 

代 表 者  代表取締役社長 金井 耿 

本 店 所 在 地  東京都港区新橋二丁目２０番１５号 

資 本 金  １，０００百万円 

 

④ その他 

第三者割当増資の引き受けに伴い、㈱日本旅行は当社の連結子会社となる予定でありますが、 

これによる当期の連結財務諸表への影響は軽微であります。 
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２．連結子会社の合併 

 

  当社全額出資の連結子会社であるジェイアール西日本開発株式会社及びジェイアール西日本不動

産株式会社は平成１４年１１月１日を期日として合併いたしました。 

 

① 合併の目的 

  鉄道高架下管理事業を中心事業とするジェイアール西日本開発株式会社と住宅開発事業を中心

事業とするジェイアール西日本不動産株式会社を統合し、不動産事業展開一元化による資産効率向

上及び資金の集中による開発促進を図ることを目的としております。 

 

② 合併方式 

 ジェイアール西日本開発株式会社を存続会社とし、ジェイアール西日本不動産株式会社は解散い

たしました。合併期日をもって商号をジェイアール西日本不動産開発株式会社と変更いたしました。 

 

③ 会社の概要 
 

商 号 ジェイアール西日本不動産開発株式会社  

住 所 大阪市淀川区西中島５丁目４番２０号 

 代 表 者 代表取締役社長 小金沢 章吾 

 資 本 金 620 百万円（ 発行済株式数 5,528,520 株 100%出資子会社） 

 主 な 事 業 内 容 不動産賃貸業、不動産取引業 
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（ 10 ）注 記 事 項 

（中間連結貸借対照表関係） 
１． 有形固定資産の減価償却累計額  

 （当中間連結会計期間） （前連結会計年度）  （前中間連結会計期間） 

 ２，２６８，９７３百万円 ２，２２６，８９６百万円 ２，２１３，２５９百万円 

   

２． 保証債務  

 （当中間連結会計期間）  （前連結会計年度）  （前中間連結会計期間） 

      ６５百万円 ７７百万円 １０７百万円 

  

３． 社債の債務履行引受契約に係る偶発債務 

 （当中間連結会計期間）  （前連結会計年度）  （前中間連結会計期間） 

 ２０，０００百万円 ２０，０００百万円 ２０，０００百万円 

    

４． 担保提供資産   

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

  （当中間連結会計期間）  （前連結会計年度） （前中間連結会計期間） 

  建物及び構築物 ３５，１１４百万円 ３５，８８５百万円 ４３，７０５百万円 

  土 地       ７３７百万円       ８１１百万円 ８１１百万円 

  そ の 他 １１百万円        １４百万円  ─ 

 

 

計 ３５，８６４百万円 ３６，７１１百万円 ４４，５１６百万円 

 

 
担保付債務は次のとおりであります。 

  （当中間連結会計期間）  （前連結会計年度） （前中間連結会計期間） 

  長 期 借 入 金  ９，５９０百万円  ９，７３５百万円 １０，８８２百万円 

  １年以内に返済 

 する長期借入金 
     ７２９百万円     ６８６百万円 １，２２５百万円 

 計 １０，３１９百万円 １０，４２１百万円 １２，１０８百万円 

   なお、このほか旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律の一部を改正する法律附則

第７条の規定に基づき、当社の総財産を社債の一般担保に供しております。 

 （当中間連結会計期間） （前連結会計年度）  （前中間連結会計期間）

 

 

  ２２０，０００百万円 ２２０，０００百万円   ２２０，０００百万円 

（中間連結損益計算書関係） 
研究開発費の総額  

（当中間連結会計期間） （前連結会計年度） （前中間連結会計期間） 

       ２，２１５百万円   ５，３８５百万円        １，８５１百万円 
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
  （当中間連結会計期間） 

（平成 14 年 9 月 30 日現在） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との調整 

 

現金及び預金勘定 

 

      ７４，０７１百万円 

現金及び預金勘定（３ヵ月超の定期預金） △    ２９百万円 

現金及び現金同等物  ７４，０４２百万円 

 
  （前中間連結会計期間） 

（平成 13 年 9 月 30 日現在） 
現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係  

 

現金及び預金勘定 

 

９４，５２８百万円 

 現金及び預金勘定（３ヵ月超の定期預金） 

 有価証券勘定（３ヵ月以内のＭＭＦ及び公社債投資信託）

 流動資産その他勘定（３ヵ月以内の売戻し条件付現先） 

 △  １，９３１百万円 

２， ３０９百万円 

            ３９９百万円 

 

 現金及び現金同等物 ９５，３０７百万円 

 

  （前連結会計年度） 

（平成 14 年 3 月 31 日現在） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との調整 

 

現金及び預金勘定 

 

   ９４，３６１百万円 

現金及び預金勘定（３ヵ月超の定期預金） 

有価証券勘定（公社債投資信託）  

   △   ３８４百万円 

４５百万円 

現金及び現金同等物 ９４，０２３百万円 
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（ 11 ）リース取引関係の注記   

 

Ⅰ 借手側   

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額             
       (単位:百万円) 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度  

取  得 

価  額 

相当額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

中間期末 

残    高 

相 当 額 

取  得 

価  額 

相当額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

中間期末 

残    高 

相 当 額 

取  得 

価  額 

相当額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

期  末 

残  高 

相当額 

機械装置及び運搬具 145 53 92   180   104    76 211 111 100 

その他の有形固定資産 
( 工 具 器 具 備 品 ) 

1,451 800 651  2,116  1,242    873 1,910 1,186 724 

合 計 1,597 853 743  2,297  1,346    950 2,122 1,298 824 

（注）取得価額相当額の算定は、有形固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低

いため、支払利子込み法によっております。 

 

２．未経過リース料期末残高相当額 
(単位:百万円) 

 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

１ 年 以 内 205 334 278 

１ 年 超 537 615 545 

合 計 743 950 824 

（注）未経過リース料期末残高相当額の算定は、有形固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末

残高の割合が低いため、支払利子込み法によっております。 

 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 
(単位:百万円) 

 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

(1) 支 払 リ ー ス 料 158 214 405 

(2) 減価償却費相当額 158 214 405 

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 



 １９ 

 

 

Ⅱ 貸手側 

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 

１．リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高             
          (単位:百万円) 

 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

 取  得 

価  額 

減価償却 

累 計 額 

中間期末 

残    高 

取  得 

価  額 

減価償却 

累 計 額 

中間期末 

残    高 

取  得 

価  額 

減価償却 

累 計 額 

期  末 

残  高 

機械装置及び運搬具 1,275   227   1,047   596   123    472 743 165 577 

その他の有形固定資産 
( 工 具 器 具 備 品 ) 

 2,802  1,344  1,458  2,406  1,072  1,334 2,604 1,191 1,412 

合 計  4,078  1,571  2,506  3,003  1,195  1,807 3,347 1,357 1,989 

 

２．未経過リース料期末残高相当額 
(単位:百万円) 

 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

１ 年 以 内 749 576 639 

１ 年 超    2,192    1,496 1,641 

合 計 2,942 2,072 2,281 

（注）未経過リース料期末残高相当額の算定は、営業債権の期末残高等に占める未経過リース料期末残高

及び見積残存価額の残高の合計額の割合が低いため、受取利子込み法によっております。 

 

３．受取リース料及び減価償却費 
(単位:百万円) 

 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

(1) 受 取 リ ー ス 料 363 292 616 

(2) 減 価 償 却 費 333 270 559 

 



 ２０ 

（ 12 ）有価証券に関する注記 

Ⅰ前中間連結会計期間末（平成 13 年 9 月 30 日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 
                                                                                            （単位：百万円） 

種        類 取 得 原 価 
中 間 連 結 貸 借 対 照 表 

計 上 額 
差    額 

 (1) 株    式  ２３，０７５ ３９，５５８ １６，４８２ 

 (2) 債    券    

       国    債 ２６ ２７ ０ 

 合 計 ２３，１０２ ３９，５８５   １６，４８３ 

 

２．時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 
                                 （単位：百万円） 

種        類 
中 間 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 

その他有価証券 

  非上場株式（店頭売買株式を除く） 

  マネー・ マネージメント・ファンド 

  短 期 公 社 債 投 信 

  公 社 債 投 信 

 

  そ の 他 

 

５，６１２ 

１，８５９ 

２３３ 

４０６ 

３４６ 

 合                       計 ８，４５９ 

 
Ⅱ当中間連結会計期間末（平成 14 年 9 月 30 日）  

１．その他有価証券で時価のあるもの 
                                                                                            （単位：百万円） 

種        類 取 得 原 価 
中 間 連 結 貸 借 対 照 表 

計 上 額 
差    額 

 (1) 株    式  １２，２３０ ２０，９７４ ８，７４４ 

 (2) 債    券    

       国    債 ４，０１０ ４，０１７ ６ 

 合 計 １６，２４１ ２４，９９２ ８，７５１ 

 

２．時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 
                                 （単位：百万円） 

種        類 
中 間 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 

 その他有価証券 

非上場株式 

 

５，９９８ 

 その他 ８ 

 合                       計 ６，００６ 

 
 
 
 



 ２１ 

 
Ⅲ前連結会計年度末（平成 14 年 3 月 31 日） 

1.その他有価証券で時価のあるもの 
                                                                                        （単位：百万円） 

種     類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差  額 
(1) 株  式 
(2)債  券（国債） 

２，８６２ 
４，０１０ 

１３，９９７ 
４，０１７ 

１１，１３４ 
６ 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

小 計 ６，８７３ １８，０１４ １１，１４１ 
(1) 株  式 
(2)債  券（国債） 

９，３６７ 
－ 

８，８６７ 
－ 

△４９９ 
 － 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

小 計 ９，３６７ ８，８６７ △４９９ 
合    計 １６，２４１ ２６，８８２ １０，６４１ 

2. 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 
                                                                                   （単位：百万円） 

 連結貸借対照表計上額 
 その他有価証券 
      非上場株式      
   公社債投信・短期公社債投信 
   その他 

 
５，８３６ 

１０７ 
５４ 

合    計 ５，９９９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ２２

（ 13 ）セグメント情報 

１．事業の種類別セグメント情報 

前中間連結会計期間（平成１３年４月１日～平成１３年９月３０日）                                 （単位：百万円） 

 運 輸 業 流 通 業 不動産業 その他事業 計 消去又は 

全  社 

連  結 

売  上  高 

(1) 外部顧客に対する売上高 428,807 96,369 28,851 39,543 593,572 － 593,572

(2) セグメント間の内部売上高 
   又は振替高 8,057 15,225 5,598 42,561 71,443 (71,443) －

計 436,865 111,595 34,450 82,104 665,015 (71,443) 593,572

営 業 費 用 386,543 108,826 26,935 77,264 599,569 (71,518) 528,051

営 業 利 益 50,321 2,768 7,514 4,840 65,445 74 65,520

当中間連結会計期間（平成１４年４月１日～平成１４年９月３０日）                                （単位：百万円） 

 運 輸 業 流 通 業 不動産業 その他事業 計 消去又は 

全  社 

連  結 

売  上  高 

(1) 外部顧客に対する売上高 417,579 95,255 28,556 38,252 579,642 － 579,642

(2) セグメント間の内部売上高 
   又は振替高 7,705 16,291 5,459 43,566 73,024 (73,024) －

計 425,284 111,547 34,016 81,819 652,667 (73,024) 579,642

営 業 費 用 373,757 108,918 26,090 77,625 586,393 (73,217) 513,175

営 業 利 益 51,526 2,628 7,925 4,193 66,273 193 66,466

前連結会計年度（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日）                      （単位：百万円） 

 運 輸 業 流  通  業 不 動 産 業 その他事業 計 消去又は 

全  社 

連  結 

売  上  高 
(1)  外部顧客に対する売上高 

 
852,188 195,262 57,693 85,464

 
1,190,610 － 1,190,610

(2)  セグメント間の内部売上高 
   又は振替高 

 
16,010 32,342 11,228 100,174

 
159,756 (159,756) －

計 868,199 227,605 68,922 185,639 1,350,366 (159,756) 1,190,610

営 業 費 用 779,797 222,829 53,559 175,821 1,232,007 (159,047) 1,072,960

営 業 利 益 88,401 4,776 15,363 9,817 118,358 (708) 117,649

  （注）１．  記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．  事業区分の方法 

             日本標準産業分類を基本に、経営の多角化の実態が具体的かつ適切に開示できるよう事業を区分しております。 

３．  各事業区分の主な事業内容 

運 輸 業 ・・・ 鉄道事業、船舶事業、旅客自動車運送事業を行っております。 

流 通 業 ・・・ 百貨店業、物販・飲食業、各種物品等卸売業を行っております。 

不 動 産 業 ・・・ 不動産販売・賃貸業、ショッピングセンター運営業を行っております。 

その他事業 ・・・ ホテル業、物品賃貸業、建設事業等を行っております。 

２．所在地別セグメント情報 

 在外子会社及び在外支店がないため記載すべき事項はありません。 

３．海外売上高 

  海外売上高がないため記載すべき事項はありません。 

 

 




